
令和６年度補正予算

内閣府（総合海洋政策） 12 

内閣府（科学技術・イノベーション） 27 

警察庁 100 

総務省 6 

外務省 6 

文部科学省 119 

農林水産省 1,337 

経済産業省 8 

国土交通省 1,459 

環境省 40 

防衛省 24 

合計 3,137

令和６年度補正予算 海洋関連予算
（単位：億円）

全体に係る留意点
 内数として海洋政策予算額が特定できない施策を含まない



１．総合的な海洋の安全保障

海洋の安全保障

令和６年度補正予算 海洋関連主要施策の概要①

○警察用船舶・航空機の整備や国境離島における事態対処能力の強化（警察庁）
                                     

○情報収集衛星の開発・運用事業費（内閣官房）                
○全国瞬時警報システム（Jアラート）新システムへの更改（総務省）                
○国境の警戒監視体制の整備等（防衛省）   
○治安・防災業務の充実等（国土交通省）                                                          
○海上保安能力の強化（国土交通省）   
○海上交通の安全確保等（国土交通省）                                          
○漁港の耐震化、津波対策等による事前防災・減災対策の推進（農林水産省）

                                                                             
○港湾における地震対策（国土交通省）              
○港湾における津波対策（国土交通省） 
○港湾における高潮・高波対策（国土交通省）   
○港湾における老朽化対策（国土交通省）                          
○海岸保全施設の整備や耐震化等による防災・減災対策の推進
（農林水産省・国土交通省）                                       
○国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所施設整備費補助金（国土交通省）

    
○ソマリア沖・アデン湾における海賊対処及び中東地域における情報収集活動

（防衛省）   
○海底地震・津波観測網の構築・運用（文部科学省）  
○海洋研究開発機構の各拠点施設の整備（文部科学省）

○日本企業進出基盤整備のためのASEAN・大洋州等に対する支援（外務省）

○サブサハラ・アフリカの緊急支援ニーズへの対応（外務省）
○中東・北アフリカの緊急支援ニーズへの対応（外務省）

海洋の安全保障の強化に貢献する施策

（海洋資源開発の推進）
○海洋安全保障プラットフォームの構築（南鳥島周辺海域での

                               レアアース生産に向けた研究開発事業）（内閣府）
〇国内石油天然ガス地質調査事業（経済産業省）

（海上輸送の確保）
○国際コンテナ戦略港湾政策の推進（国土交通省）
○国際バルク戦略港湾政策の推進（国土交通省）
○カーボンニュートラルポート形成の推進（国土交通省）
○地域の基幹産業の競争力強化のための港湾整備（国土交通省）

（海洋状況把握（MDA)の能力強化）
○情報収集衛星の開発・運用事業費（内閣官房）＜再掲＞
○静止気象衛星業務等（国土交通省）
○海洋権益確保に資する優位性を持った海洋調査能力（国土交通省）＜一部再掲＞

○地球環境データ統合・解析システム（DIAS）の安定的運用等による
気候変動データ活用の推進（文部科学省） 

○地理空間情報による海洋状況把握の推進（国土交通省）

（国境離島の保全・管理）
○特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持等のための取組の推進（内閣府）

 
○重要土地等調査法に基づく土地等利用状況調査等の着実な実施（内閣府）  

○情報通信インフラ整備加速化パッケージ（総務省）
○地域の関係者の連携・協働による交通サービスの確保・充実（国土交通省）

930.6億円の内数
929.3億円の内数
929.7億円の内数
929.3億円の内数

325.0億円の内数
205.6億円

27億円

3.1億円
25億円の内数

26.7億円
7.8億円

5.4億円

5.3億円の内数
26.2億円の内数

589.8億円の内数

99.6億円
325.0億円の内数

6.1億円
4.6億円
2.3億円

889.6億円
11.1億円

617.5億円の内数
929.3億円の内数
929.3億円の内数
929.3億円の内数
929.3億円の内数

204.8億円の内数

12.8億円の内数

19.3億円
0.9億円
2.4億円

19.3億円の内数
2.0億円
0.7億円



令和６年度補正予算 海洋関連主要施策の概要②
２．持続可能な海洋の構築

カーボンニュートラルへの貢献

海洋環境の保全・再生・維持
（海洋環境の保全等）
○海岸漂着物等地域対策推進事業（環境省）
○太平洋島嶼国の海洋環境における放射性核種モニタリングの

       技術的能力強化支援（外務省）            

３．着実に推進すべき主要施策の推進

海洋産業の利用の促進

（水産業の振興等）
○漁業経営安定対策と漁業構造改革の推進（農林水産省）
○水産環境整備事業（農林水産省）
○漁業取締りの強化等（農林水産省）

国際的な連携の確保及び国際協力の推進

海洋人材の育成と国民の理解の増進

総合的・戦略的な海洋政策の推進

○海洋開発重点戦略に基づく海洋政策の緊急加速化事業（内閣府）

（沿岸域の総合的管理）
○自然公園等事業等（環境省）

離島の保全等

○洋上風力発電の導入促進（国土交通省）
○カーボンニュートラルポート形成の推進（国土交通省）＜再掲＞
○海事分野のカーボンニュートラル推進（国土交通省）

（海事産業の強化）
○海事産業の競争力強化・生産性向上（国土交通省）
○モーダルシフト等の強力な促進（国土交通省）
○カーボンニュートラルポート形成の推進（国土交通省）＜再掲＞
○港湾における老朽化対策（国土交通省）＜再掲＞
○国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所

施設整備費補助金（国土交通省）＜再掲＞

  

○戦略的な国内外の関係機関との連携・支援能力（国土交通省）＜一部再掲＞

○ソマリア沖・アデン湾における海賊対処及び中東地域における情報収集活動
＜再掲＞（防衛省）

○ハイチにおける治安状況悪化を受けた緊急人道支援（外務省）
○太平洋強靱化ファシリティ(PRF) 拠出金（外務省）

○海事人材の確保・育成（国土交通省）
○高等専門学校における練習船の整備（文部科学省）
○漁業担い手確保緊急支援事業（農林水産省）
○中南米諸国における防災・気候変動対策支援（外務省）

○離島の活性化に対する支援等の離島の振興 （国土交通省）＜一部再掲＞
○奄美群島及び小笠原諸島の振興開発（国土交通省）<一部再掲>

○民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業（環境省）
○離島における観測活動実施（国土交通省）

35.3億円

3.1億円

47.8億円の内数

5.3億円
31.8億円の内数

929.7億円の内数
929.3億円の内数

12.8億円の内数  

1.3億円

19.3億円
8.4億円の内数
4.1億円の内数

9.6億円
55.2億円
4.5億円

5.1億円の内数

127億円
51.1億円

70.0億円の内数
25.6億円の内数

6.8億円

（海洋科学技術の振興等）
○海底地震・津波観測網の構築・運用（文部科学省） ＜再掲＞
○海洋研究開発機構の各拠点施設の整備（文部科学省）＜再掲＞

0.9億円
2.4億円

科学的知見の充実

（海洋調査の推進）
○海洋権益確保に資する優位性を持った海洋調査能力（国土交通省）＜一部再掲＞

○海洋安全保障プラットフォームの構築（南鳥島周辺海域での
レアアース生産に向けた研究開発事業）（内閣府）

○海洋調査研究の推進
・北極域研究船「みらいⅡ」の着実な建造（文部科学省）
・有人潜水調査船「しんかい6500」及び深海潜水調査船支援母船「よこすか」の

 老朽化対策（文部科学省）

2.7億円

26.7億円
52.0億円

52.0億円の内数

52.0億円の内数

616.4億円
18.6億円
21.8億円

929.3億円の内数
929.7億円の内数

0.6億円


